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重点番号32：地方創生関係の計画の整理・合理化（徳島県）



– 計画の位置づけ
（地域再生計画）
「地域再生法」に基づき、地域が行う地域再生のための自主的・自立的な取組を総
合的かつ効果的に支援するため、地方公共団体が作成した計画を内閣総理大臣が認
定することにより、当該計画に基づく事業に対し、本法に基づく補助等特別な措置
を講じるもの（法第5条，第13条）

（実施計画）
「地方創生推進交付金制度要綱」に基づき、交付金の交付を受けようとする地方公
共団体が作成し、当該地方公共団体の取組が先導的なものかどうかを判断し、交付
金採択の可否を決定するためのもの（要綱第５）
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–計画の作成（制度要綱上の規定）
– 地域再生計画の作成（要綱第４第１項）
地方創生推進交付金の交付を受けようとする地方公共団体は、地域再生法に規定す
る事項を記載した第５条第１項の地域再生計画を作成し、内閣府が定める時期に、
認定のため申請するものとする。（地方創生拠点整備交付金も同様の規定）

– 実施計画の作成（要綱第５第１項）
交付金の交付を受けようとする地方公共団体は、地域再生計画の認定の申請のほか、
実施計画を作成し、内閣総理大臣に提出するものとする。
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– 計画作成に向けたスケジュール（Ｒ３年度）
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実施計画

R2.12.22 募集開始
～R3.1.8 事前相談受付期間

※相談継続案件については、上記期間

終了後も提出期限まで相談実施

R3.1.22 15:00 提出期限

※計画提出後も、内閣府からの確認事項

への対応や軽微な補正対応あり

地域再生計画

R2.12.22 申請受付開始
～R3.1.8 事前相談受付期間

R3.1.22 17:00 申請期限
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– 計画記載事項 ※赤字は両計画で重複する内容
地域再生計画
１地域計画の名称
２地域再生計画の作成主体の名称
３地域再生計画の区域
４－１地方創生の実現における構造的な課題
４－２地方創生として目指す将来像
【数値目標】
５－１全体の概要
５－２①事業主体
５－２②事業の名称
５－２③事業の内容
５－２④事業が先導的であると認められる理由
５－２⑤事業の実施状況に関する客観的な指標
５－２⑥評価の方法、時期及び体制
５－２⑦交付対象事業に要する経費
５－２⑧事業実施期間
５－２⑨その他必要な事項
５－３その他の事業
６計画期間
７目標の達成状況に係る評価に関する事項

実施計画

１交付対象事業の名称・連携先地方公共団体
２交付対象事業の背景・概要

A.地方創生として目指す将来像
B.地方創生の実現における構造的な課題
C.交付対象事業の概要
D.交付対象事業が構造的な問題の解決に寄与
する理由
３関連事業の概要
４交付対象事業の重要業績評価指標(KPI)、経費
内訳、費用対効果分析等
５交付対象事業の予算計上時期
６本事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期
及び体制・事業における役割
７交付対象事業の仕組み
８先導性に係る取組
９地方公共団体別交付対象事業経費内訳 5
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– 計画の作成（実施計画から地域再生計画への転記）
実施計画

重複する内容について、実施計画から地域再生計画への転記作業が必要
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